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事 業 者 排 出 畳 削 減 計 画 書 く露 現・変更)

〈法人にあつては、

三洋化成工業株式会社
RC推 進本部長 吉野 隆

075

〈法人にあつては、主たる事務所の所をり

京都市東山区一橋野本町11-1

章都 府 t t l j球鴻 博 4対策条例鶴18粂劣1項 (寛18条篭2項、努18粂第3項)の 規定により提出 しま
‐

特定事業者の

主たる業種
有機化学工業製品製造業

該当する事業
者要件

▼ 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換
算して1,500キロツントル以上))                ,
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック
又はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出
喜撃者 `二酸イレ炭素に権賀 1ンて3000ト ン以 L))

Ｆ

　

Ｆ

計 画 期 間 平成 1 8 年 4 月 平成 2 0 年 3 月

基 本 方 針 生産設備および製造工程でのイ済
ヤー消費効率の改善、燃料転換、廃乗物排出量の削減、目然エネルギ

ー導入、
他工場への生産移管などにより、平成22年までに温暖化ガス排出量を平成17年度比1鍋以上削減を目指す。

推 進 体 制 RC推進本部 (生産技術本部長をヘッドとするレスホ
・
カデルケア活動推進のための全社組織)の 中に温暖化対策ワー

キンク
・
ク
｀
たフ
・
を設置。この中で他地区と情報変換しつつくC02排出量の月次管理とC02肖」減7-7の立案、進捗

管理を実施中。

年度ごとの具
体的な取組及
び措置

年度 設備、対象、工程等 計 画 内 容
18年一

1 9 年

京都地区全域 (京都エ

場、本社、研究所)
クサビス
ど
、ヵ―ムヒ
・
ス
キ
の実施。温岐化防止キゥ｀ウの実施 (チもマイナス韓への参加、協力)

18年 -19年 京都工場 Ⅲ
・
イナおよび焼却炉のメス焚き化 (燃料を都市)ちに転換)。 削減見込量40C02トン。

18年一

1 9 年 京都工場
″R熟配官、冷凍機などの効率的連悪の推進による省エネ、製品製造フロセスの改善による省琳及
び鹿美物削減を推進奇

18年 -22年 京都工場 段階的に生産品を他工場に移管し、生産を縮小していく。

温室効果ガス
の排出畳等 排出区分

基準年度 く実積)
(平成17)年 度
(二酸化炭栄強算 (t))

日環 年 度 (計回 ,

(平成19)年度
(二酸イヒ炭票換笙 (■))

削減軍
(計画)
(%)

A事 業所等排出区分 12,694 t 11,601  t -86 %

B輸 送車両排出区分 t |
e/e

cそ の他排出区分 7 t 7 1 00 %

排出合計 1              12,701  t X2              11,608 t -86 %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減畳
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

取組畳等 〈二酸化炭素張算 〈t))

宗林の保全及び整備 〈整備首積) ha て吸収二) t

F内産の木材の利用 存Ⅲ局畳) ml いJ滅量) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(売電重) kwh 〈肖り浅二) t

(熱供給量) 6f 〈削減畳) t

グリーン電力の購入 (購入量) kwh 〈削減畳) t

肖」減量等合計 t

差引排出量

〈排出合El―削減等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)
ヤ1              12 701  t =21ャは3)         11,608  t -8 6%

特 記 事 項 ①当社は日本レスドンシガルタ7協議会に参加しク
す
いデ全社でレスホンシデルクア活動を推進しています。

②「S―TEC21」と呼称する全社環境活動の中で省エネ、温暖化防止、ごみセ
S'、
PRTR対応などに取り組んでいます。

③研究所では省エネ・省資源・汚染防止など環境保全に貢献する製品群を開発しています。
④環境報告書を2000年度から発行、この中に京都地区の活動をまとめたサイトレホ

・
卜を掲載しています。

⑥ 「京都議定書に関する活動方針」を策定。生産・物流・研究開発での温暖化)・料J減活動の実施に加え、個人生活
での省エネを支援することを拒つています。
⑥国の実施する 「チⅢマイ歩6%」に法人および個人で参加しています。

連 絡 先 担 当
立
「 暑

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ ツ番 号

と 1該 当する□には、 レ印を記入してください。特定事業者以外で自主参t99される事業者の方は、 レ印の記入は不要です.

2 1基 準年度Jと は計画期間の前年度を、 「目tF年度Jと は計画期間の最終年度をいいます.

3 町 業所等排出区分jと は、京都市内の事業所等の事業活動のためのエネルイーの使用に伴い発生する温宣効果ガスを、 「輸送車両排出区分Jと
は、自動車運送事業者については償月の本処の位置を京都府内とする車両の排出する温宣効果メスを、鉄道事業者については保有する貨物車両スは

旅客車両の排出する温室効具ガスを、 「そのlu排出医分jと は、 上ヨ以外の京都府内における事業所告の事業活動に伴い発生する温宣効果メスをい

います。
4「 特記事項Jに は、平成2年度 (1990年 度)を 基準とした排出畳の対比やエネルギー原期立C02排 出量、省ユネ製品開発など他者の温宣効果ガ
ス,,出削減への貢献、グツーシ詢遠の採用、特定フpン などの条例指定外の温宣効果メスの削減などを記入してください“


